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下水道事業の変遷
昭和25年 下水道整備事業に着手し、単独下水道として

事業を開始

昭和46年 本市を含む5市１町（熊谷市、鴻巣市、北本市、
桶川市、吹上町）を処理区とした埼玉県荒川
左岸流域下水道発足

昭和56年 流域下水道元荒川処理センター（現：元荒川
水循環センター）の完成に伴い行田市の下水
を一部送水開始

昭和62年 行田下水終末処理場（現：緑町ポンプ場）を
廃止し、全量を元荒川水循環センター（桶川
市）へ送水
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項目
汚 水

全体計画 事業計画

計画目標年次 令和 6 年度 令和 2 年度

計画面積 2,855.00ha 1,126.20ha

下水道計画人口 66,500人 50,710人

計画
汚水量

日平均 31,800㎥／日 25,570㎥／日

日最大 37,700㎥／日 30,130㎥／日

時間最大 57,600㎥／日 47,350㎥／日

ポンプ場 6箇所(7施設) 5箇所(6施設)
出典：荒川左岸北部流域関連行田公共下水道事業計画（変更）協議申出書

荒川左岸北流域関連行田公共下水道事業全体計画説明書

※分流区域内の雨水計画は、雨水排除の機能を高めるため
排水機場等の整備を道路治水課が行っております。

計画の概要
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整備事業の概要

地区名 事業年度 処理方式 面積(ha)

行田 第1期 Ｓ２５～３２年度 合流 ５８

向 第２期 S３１～３５年度 合流 ４７

忍 第３期 S３５～４６年度 合流 １０１

佐間

第４期 Ｓ４６年度～

合流 ８１

谷郷 合流 ９２．５

長野 合流 １１１.５

熊谷第４

第５期 Ｈ２年度～

分流 １３２

熊谷第５ 分流 １１８

元荒川第６ 分流 ９２

元荒川第14-2
第６期 H１１年度～

分流 ５０

元荒川第７ 分流 ４９

元荒川第１０ 第７期 H１５年度～ 分流 １９４

合 計 １,１２６

元荒川第１０ 第７期 H１５年度～ 分流 １９４

元荒川第14ｰ2
第６期 H１１年度～

分流 ５０

元荒川第７ 分流 ４９

熊谷第４

第５期 H２年度～

分流 １３２

熊谷第５ 分流 １１８

元荒川第６ 分流 ９２

佐間

第４期 S４６年度～

合流 ８１

谷郷 合流 ９２.５

長野 合流 １１１.５

忍 第３期 S３５～４６年度 合流 １０１

向 第２期 S３１～３５年度 合流 ４７

行田 第１期 S２５～３２年度 合流 ５８

項 目 令和元年度末時点

整備面積 ９２０．８０ha

行政人口（Ａ） ８０，５０６人

対象人口（Ｂ） ４５，０３４人

下水道普及率（Ｂ／Ａ×１００％） ５５．９４％

汚水処理人口（Ｃ） ４１，１５７人

水洗化率（Ｃ／Ｂ×１００％） ９１．３９％

※対象人口：供用開始区域内の人口
※汚水処理人口：供用開始区域内で下水道を使用している人口
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管渠施設維持管理状況

道路陥没状況

鉄筋露出状況

侵入水発生状況 管路更生状況

項目 数量
管渠延長 254,231ｍ
マンホール個数 約7,200個

出典：経営比較分析表
管渠改善率：当該年度に更新した管路延長／管渠延長×１００%
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項目 供用開始年月
緑町ポンプ場（第１施設） 昭和５３年１２月
緑町ポンプ場（第２施設） 昭和４３年 ５月

谷郷ポンプ場 昭和６２年１０月
東谷ポンプ場 平成 ７年 ４月
棚田ポンプ場 平成 ８年１２月
城西ポンプ場 平成１６年 ３月

ポンプ場施設維持管理状況

①緑町ポンプ場（第1施設）

②谷郷ポンプ場 ③東谷ポンプ場

④棚田ポンプ場 ⑤城西ポンプ場

①緑町ポンプ場（第2施設）
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・長寿命化工事
・下水道ストックマネジメント計画

施設の延命化

①
②

③

④

⑤



・平成３１年４月から公営企業会計を導入し、下水道事業の経営成績や財政状態を的確に把
握する。
➣ストックマネジメント事業の実施

計画に基づき施設全体の点検・調査等を行い、計画的な改築・更新により施設にかかる改
築事業費の低減・平準化を図り、適切な維持管理を実施する。
➣中長期的な財政計画の策定

下水道事業の「経営健全化」、「住民サービスの安定した提供」を目的に、公営企業会計
予算・決算を分析・検証して、中長期的経営の基本計画である『経営戦略』を策定する。

行田市公共下水道事業の課題と取り組み
◇主な課題
➣人口減少及び節水機器の普及による使用料収入の減少
・本市の人口は、平成１２年（２０００年）の約９万人をピークに減少に転じており、令和

２２年（２０４０年）には、約６万１０００人まで減少。
（国立社会保障・人口問題研究所の推計）

➣下水道施設の老朽化
・布設後５０年を経過する下水道管は、令和元年度末で約４０㎞。２０年後には約８４㎞

に増加。
・機械・電気設備が更新対象となるポンプ場施設は、今後も着実に増加。

執行体制の確保や効率的な事業運営等により、下水道事業の持続のために様々な取組みが必要。

取 組

6

◇主な取組
➣公営企業会計の導入


